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　株主の皆様には、日頃より温かいご支援を賜り、誠にありがとうございます。
　当社第75期の中間報告書をお届けするにあたり、ごあいさつを申しあげます。

　2022年度中間期の当社グループの業績は、連結売上高は282億71百万円（前年同期比13.8％増）と増収
となりましたが、原材料価格の高騰などにより製造原価が上昇し、経常利益は11億57百万円（同31.5％減）、
親会社株主に帰属する四半期純利益は８億円（同31.8％減）と減益となりました。
　国内の事業環境は、新型コロナウイルス感染症による行動制限から徐々に経済活動が正常化してまいりま
したが、サプライチェーンの混乱が生産活動に影響を残しました。一方、海外の事業環境は、円安の影響も
あり回復基調で推移いたしましたものの、国内同様に生産資材の納期遅延や品数不足などが依然として続い
ており、需要に十分にお応えすることができませんでした。

　下期におきましては、まだ感染症の影響が残るものの、公共投資は堅調な推移が予想され、またイベント
などの機会も徐々に復活しており、グループ全体で生産資材を融通し安定生産に向けて尽力してまいります。
年初計画は修正させていただきましたが、その修正目標
を必達するとともに、中期経営計画「Denyo2023」の
２年目として、最終年度へつながるよう業務を推進して
まいります。

　なお、中間配当金につきましては、当初予定どおり前
年同期比で１円増配し、１株当たり普通配当金23円とさ
せていただきました。

　株主の皆様には、今後ともデンヨーグループへの一層
のご支援を賜りますようお願い申しあげます。

　　2022年12月

ごあいさつ

代表取締役社長 代表取締役会長

江藤陽二白鳥昌一
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連結決算（2022年９月30日現在）

グラフで見る四半期連結業績の推移
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売上高
（百万円）

営業利益
（百万円）

経常利益
（百万円）

親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益
（百万円）

中間 期末 中間 期末中間 期末

中間 期末
1 株当たり四半期（当期）純利益
（円） 中間 期末

自己資本利益率（ROE）
（％）

現金及び
現金同等物の
期首残高
23,358

営業活動による
キャッシュ・フロー
2,536

投資活動による
キャッシュ・フロー
△1,030

財務活動による
キャッシュ・フロー
△399

現金及び
現金同等物の
四半期末残高
24,548

現金及び
現金同等物に
係る換算差額
83

（単位：百万円）

2022年度第２四半期
2022年４月１日から2022年9月30日まで

四半期連結キャッシュ・フロー計算書
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製品別の概況（連結）（2022年４月１日から2022年９月30日まで）

●発電機関連

●溶接機関連

●コンプレッサ関連

　その他では、高所作業車の出荷が堅調に推移いたしましたが、
OEM製品や負荷試験装置などが減少しましたことから、売上
高24億61百万円（前年同期比7.3％減）となりました。

●その他

（ガソリンエンジン溶接機　GAW-155ES）

（ディーゼルエンジンコンプレッサ　DAS-100LB）

（ディーゼルエンジン発電機　DCA-25LSKB）

（左）（自走式高所作業車　HW-580X）
（右）（自走式高所作業車　HW-630ZS）
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■製品別売上高の推移（単位：百万円）

（注）国内市場占有率は当社調べによる。
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■製品別売上高の推移（単位：百万円）

　発電機関連では、国内向けは建設資材の高騰
などを背景に建設工事の一部が工期延長になっ
た影響や部品不足により一部出荷が遅延したこと
もあり、やや軟調に推移いたしました。一方、海外向けは、ア
メリカ及びアジア市場の需要が回復基調にある中、円安の効果
もあり発電機全般の出荷が好調に推移いたしました。この結果、
売上高232億84百万円（前年同期比20.7％増）となりました。

　溶接機関連では、アメリカ向けに小型溶接機
の出荷が増加し、国内向けも製品展示会が再開
されるなど販売機会が増加しましたが、サプライ
チェーンの停滞による影響で一部生産に支障が生じたこともあ
り、売上高21億38百万円（前年同期比14.4％減）となりまし
た。

　コンプレッサ関連では、アメリカ向けにエン
ジンコンプレッサの出荷が増加しましたことか
ら、売上高３億85百万円（前年同期比0.5％増）
となりました。

国内市場
占有率

15％

国内市場
占有率

55％

国内市場
占有率

70％
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商 号
創 立
本 社
事 業 所
資 本 金
従 業 員
営業種目

デンヨー株式会社
1948年７月２日
東京都中央区日本橋堀留町２丁目８番５号
全国21ヵ所
1,954百万円
603名（連結子会社を含めた従業員1,378名）
下記製品の製造ならびに販売
発　 電　 機： エンジン発電機、定置形発電機、電源車
溶　 接　 機： エンジン溶接機、バッテリ溶接機、 

特殊溶接装置、溶接用治具装置
コンプレッサ：エンジンコンプレッサ、モーターコンプレッサ
そ　 の　 他： 高所作業車、投光機、負荷試験装置、 

部品および修理、その他

○所有者別株式分布状況

外国人
124名
4,386千株（20.37％）

金融機関
18名
6,404千株（29.74％）

その他国内法人
200名
5,419千株（25.16％）

証券会社
27名
329千株（1.53％）

個人・その他
3,918名
4,997千株（23.20％）

○発行可能株式総数	 97,811,000株
○発行済株式の総数	 22,859,660株
	 （自己株式1,322,238株を含む）
○株主数	 4,288名
○大株主

株　　主　　名 持　株　数 持 株 比 率

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,989千株 9.23％

ザ	エスエフピー	バリュー	リアライゼーション	
マ スター	 フ ァンド	 エ ルティーディー 1,484 6.89

株 式 会 社 久 栄 1,417 6.58

み ず ほ 信 託 銀 行 株 式 会 社 1,055 4.89

第 一 生 命 保 険 株 式 会 社 872 4.04

株式会社日本カストディ銀行（信託E口） 761 3.53

デ ン ヨ ー 親 栄 会 682 3.16

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 599 2.78

株 式 会 社 鶴 見 製 作 所 543 2.52

株 式 会 社 三 菱 UFJ 銀 行 540 2.50

（注） １． みずほ信託銀行株式会社の所有株式数1,055千株は、株式会社 
みずほ銀行が退職給付信託の財産として拠出しており、その議
決権行使の指図権は同行が留保しております。

２． 当社は、自己株式を1,322,238株保有しておりますが、上記の大
株主より除外しております。

３． 持株比率は、自己株式（1,322,238株）を控除して計算しており
ます。

４． 当社は従業員の福利厚生サービスとして自社の株式を給付する、
「株式給付信託（J-ESOP）」および当社取締役に対する株式報酬
制度「取締役株式給付制度」として「株式給付信託（BBT）」を
導入しており、これらの信託の受託者であるみずほ信託銀行株式 
会社から再信託を受けた株式会社日本カストディ銀行（信託E口）
が当社株式761千株を保有しております。

役員

株式の概況（2022年９月30日現在） 会社の概況（2022年９月30日現在）

代 表 取 締 役 会 長 江 藤 陽 二

代 表 取 締 役 社 長 白 鳥 昌 一

取 締 役 常 務 執 行 役 員 森 山 兼 作

取 締 役 上 席 執 行 役 員 吉 永 隆 法

取 締 役 上 席 執 行 役 員 山 田 正 雄

取 締 役 上 席 執 行 役 員 田 邊 　 誠

社 外 取 締 役 武 山 芳 夫

取 締 役 常 勤 監 査 等 委 員 廣 井 　 亨

取 締 役 常 勤 監 査 等 委 員 木 　 村 　 千 代 樹

社 外 取 締 役 監 査 等 委 員 山 田 　 昭

社 外 取 締 役 監 査 等 委 員 山 上 圭 子

社 外 取 締 役 監 査 等 委 員 名 執 雅 子

執行役員

上席執行役員 布 上 幸 夫 執 行 役 員 大 友 建 一

執 行 役 員 港 　 正 一 執 行 役 員 藤　本　庄一郎

執 行 役 員 蝶 勢 　 昇 執 行 役 員 塚 﨑 裕 一

執 行 役 員 藤 本 庄 一 執 行 役 員 白　井　憲治郎

執 行 役 員 宮 元 俊 樹 執 行 役 員 池 田 孝 治

執 行 役 員 窪 　 和 義 執 行 役 員 古 田 禎 久
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LEDスプリットライト投光機PL-241SLBのご紹介
　デンヨーは、LEDスプリットライト投光機PL-241SLBを開発し、2022年11月より発売を開始し
ました。

　PL-241SLBは、灯具にスプリットライトを採用しており、灯具の設営・撤収作業が簡単にでき、
広角照射や下方照射など様々なライトアングルに設定できます。
　電源にはリチウムイオンバッテリ（以下、バッテリ）を採用しており、排気ガスや騒音の発生なく 
屋内外で使用可能な環境に優しい投光機です。
　また、バッテリを２個使用し、着脱可能なつくりとしております。１個のみでも使用できますので、
空になったバッテリと充電済みのバッテリを交換することにより、連続使用が可能です。
　ライトの明るさは、操作パネルで強・中・弱の３段階での調光が可能です。さらに、点灯可能時
間とバッテリの残量も表示されるため安心です。
　デンヨーは、これからも環境に優しい製品を開発してまいります。

ニュース

PL-241SLB

設営・撤収が簡単にできるスプリットライト

バッテリは着脱可能 操作パネル
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　防災用発電機の製造子会社であるニシハツ株式会社（佐賀県唐津市）が唐津市内に新しい本社工
場を建設するにあたり、2022年８月、唐津市役所においてニシハツと唐津市の立地協定締結式が執
り行われました。

　峰 達郎 唐津市長からは「唐津市の発展には、地域産業の振興を通して『唐津で働きたい』という
意欲の醸成が不可欠なので、力添えをお願いします」とごあいさついただき、ニシハツの野中社長
より「唐津の企業として地域貢献を続けていく」と決意表明しました。
　近年の相次ぐ災害の発生により、防災用発電機の需要が高水準で推移している中で、新工場では、

レイアウトを工夫し生産効率を
高めるとともに、生産能力を拡
大し、より多くのお客様にご提
供できる体制を整備することに
加え、従業員の職場環境の改善、
地域産業の発展にも貢献してま
いります。

【新本社工場の概要】

場 所 ： 佐賀県唐津市千々賀

敷 地 面 積 ： 38,680平方メートル

建 物 面 積 ： 10,726平方メートル

着 工 予 定 ： 2023年１月

操業開始予定 ： 2024年７月

ニシハツ 唐津市と企業立地協定を締結

ニシハツ　野中社長 唐津市　峰市長



株主メモ

事 業 年 度
定 時 株 主 総 会
定時株主総会の基準日
期末配当の基準日
 中間配当の基準日
単 元 株 式 数
公 告 方 法 
 
 
 

株主名簿管理人

郵 便 物 送 付 先

毎年４月１日から翌年３月31日まで
毎年６月
３月31日
３月31日

９月30日
100株
電子公告 
https://www.denyo.co.jp/ 
ただし、事故その他やむを得ない事由によって電
子公告による公告をすることができない場合は、
日本経済新聞に掲載する方法とする。
東京証券代行株式会社 
東京都千代田区神田錦町三丁目11番地
〒168-8522　東京都杉並区和泉二丁目８番４号
東京証券代行株式会社　事務センター

　0120-49-7009
取次事務は、三井住友信託銀行株式会社の本店お
よび全国各支店で行っております。

当社のホームページもご覧ください。

当社のホームページでは、企業情報のほか、グループ各
社の事業紹介、IR情報などさまざまな情報をタイムリー
に発信しております。
是非アクセスしてみてください。

https://www.denyo.co.jp/

 ・住所変更・単元未満株の買取等のお申出先について
　お取引口座のある証券会社にお申し出ください。ただし、特別口座に記録された株式に係る各種手続きにつきましては、特別
口座の口座管理機関である東京証券代行株式会社にお申し出ください。
 ・未支払配当金のお支払いについて

　株主名簿管理人である東京証券代行株式会社にお申し出ください。
 ・「配当金計算書」について

　配当金を銀行等口座振込（株式数比例配分方式を除きます。）または配当金領収証にてお受取りの場合、お支払いの際ご送付
している「配当金計算書」は、租税特別措置法の規定に基づく「支払通知書」を兼ねております。なお、株式数比例配分方式を
ご選択されている株主様におかれましては、お取引の証券会社等にご確認ください。

〒103-8566　東京都中央区日本橋堀留町二丁目8番5号
TEL: 03(6861)1111　　https://www.denyo.co.jp/

トップページ

IRページ 


